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2020県労連確定闘争大綱妥結
新採用・臨任職員の経験年数換算、新幹線等通勤、非正規職員の休暇等の改善を確認
独自号給廃止を押返し、給与カーブは継続課題、給料表異動に伴う現給保障廃止は経過措置
県労連は2020年確定闘争についてヤマ場の交渉を行い、1月21日17時に大綱妥結しました。

今期確定交渉は、新型コロナウイルス感染症の影響で、人事委員会勧告・報告が一時金と月例給に分かれた異例の交渉となりましたが、県労連は一時金と月例給の交渉を一体のものとして、「コロナ禍で奮闘する職員に応える決着」を当局と確認し、要求署名など、職場からの強い後押しを背景に、要求実現をめざして交渉を展開してきました。

自治労県職労の判断

〇この間強く要求してきた、災害時の計画停電に対応するための退勤時の特別休暇を創設させたこと。

〇会計年度任用職員の課題（任用方法・「補助的・定型的業務」）の改善要求について、引き続き話し合うことを確認したこと。

〇臨時的任用職員・再任用職員・短時間勤務職員・パートタイム会計年度任用職員の諸休暇について改善させたこと。

〇介護欠勤等を改善させたこと。

〇新採用職員・臨時的任用職員の経験年数換算と通勤手当認定を改善させたこと。

〇児童相談所の福祉職の特殊勤務手当を改善させ、保健師を対象に追加したこと。

〇独自号給廃止提案を押返したこと。

〇給与カーブの見直しについては、継続課題としたこと。

〇給料表間異動の現給保障については、廃止提案を押返せなかったものの、対象者の保障を確保し、今後の異動にあたっては当事者の意向尊重を確認したこと。

以上を総合的に評価して、批准を確認しました。

妥結内容（概要）
○月例給

人事委員会の「公民給与の格差が小さく…月例給の改定を行わない」との報告に基づき、今年は改定無し。

○一時金

　11月5日に合意したとおり、人事委員会勧告に基づき、期末手当の支給率を0.05月引下げ4.45月とし、2020年12月1日から適用。

○県独自号給追加の見直し（当局逆提案）

定年引上げまでに解決すべき課題として引き続き話し合う。

○給与カーブの見直し（当局逆提案）

採用から退職までの給与カーブの在り方について、2021年７月を目途に引き続き話し合う。

〇給料表異動等に伴う現給保障（当局逆提案）

教員及び警察官を除く職員の給料表異動並びに初任給基準を異にする異動に伴う給料等の現給保障は、2022年４月１日をもって廃止する。なお、2022年3月31日にすでに現給保障の措置を受けていた職員については、給料表異動や昇格、昇給、退職等により現給保障が解消されるまで、その措置は継続する。廃止後の給料表を異にする異動については、本人の意向の配慮に努める。

※廃止に伴う経過措置については、当初当局提案の「3年間の段階的削減」ではなく、「現給保障が解消されるまで」「現給保障額の全額」としました。

※現給保障廃止後の給料表間異動については、本人の意向に反する異動が行われないよう確認しました。

〇１年未満の経験年数換算措置の改善

１年未満の経験年数に相当する換算後の号給について、３月から５月までは１号給分、６月から８月までは２号給分、９月以上は３号給分として初任給算定時に換算する（2021年４月１日適用）。

※正規の新採用職員の経験年数の換算について従来は、1号給、2号給の場合は最初の昇給日に調整していましたが、初任給算定時に加算することになりました。

※臨時的任用職員の１年未満の経験年数は、従来は切り捨てられていましたが、上記の換算を行うことになりました。
〇災害時における退勤時特別休暇

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等の際、退勤途上において職員の身体の危険を回避する場合には、必要と認める期間を特別休暇として措置。

〇新規採用時の処遇改善

新幹線鉄道等を利用する通勤手当の経路の認定が可能な場合に新規採用又は任用された場合を加える（2021年４月１日適用）。
※従来、新採用職員、臨時的任用職員は、新幹線、高速道路等の通勤経路が認定されていませんでしたが、対象となりました。

※採用後、1度も転居していない方は、今年4月の採用者だけでなく、何年も前に採用されても対象となります。
〇児童相談所職員の処遇改善

一時保護所以外に勤務する児童福祉司等の保健福祉業務等従事手当について、対象に保健師を追加するとともに、手当額を490円⇒950円に引き上げる（2021年４月１日適用）。

〇不妊治療休暇等の改善

不妊治療に係る検査及び治療に伴う自宅療養のうち、医師の指示等があるもので、その期間が７暦日を超えない場合、医師の診断書を要することなく、その事実がわかる書面の写しをもって療養休暇が取得できるよう運用を見直す（2021年４月１日適用）。

※不妊治療に伴う自宅療養（ホルモン剤の副作用対応も含む）についても療養休暇の対象としました。

※このことを現場管理者にも理解してもらえるよう、Ｑ＆Ａの見直し、管理担当課長会議での周知を確認しました。

〇介護休暇等の改善

介護休暇及び介護時間の請求時期を、現在の「1週間前」から「あらかじめ」の請求に緩和する。

また介護欠勤について、現行の90日を、１暦年につき６月又は180日に拡大し、30分単位の取得も可能とする（2021年４月１日適用）。

〇再任用・臨時的任用職員・会計年度任用職員等の休暇制度の改善
(1)
育児休暇については、男性職員も取得できることとする。

(2)
妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関等の混雑又は渋滞の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる場合、必要と認める期間を有給の特別休暇とする。

(3)
妊娠中又は出産後１年以内の女子職員が母子健康法に規定する保健指導又は健康診査を受ける場合については、必要と認める期間を有給の特別休暇とする。

（いずれも2021年４月１日適用）

〇会計年度任用職員制度の諸課題について

任用方法の見直しや「定型的・補助的業務」の検証等の諸課題については、今後もしかるべき場で話し合いを行う。

※会計年度任用職員制度の引き続き話し合う課題として確認しました。

今後も引き続き要求していく課題
☆勤勉手当の成績率の凍結
現在、コロナ対応で全庁一丸となって奮闘しており、成績率で差をつける場合ではありません。

また、現実問題として、コロナ等の応援職員の評価は困難です。「応援に行っている所属に評価を聞く」などというバカなことはすべきではありません。

直接コロナ対応をしている職員も、応援を送り出している職場の職員も、当面は成績率を凍結して、等しくその努力に報いるべきです。

☆会計年度任用職員の任用方法の見直し、「補助的・定型的業務」でない業務の格付け
来年4月には、多くの会計年度任用職員が実質的な任用期間の終了を迎えます。

自治労県職労のアンケートでは、実に3割の方が世帯収入の6割以上を会計年度任用職員報酬のみに頼っていることが明らかになっています。
こうした皆さんの雇用の安定のためにも、採用業務の負担軽減のためにも、自治労県職労は臨時的任用職員と同様の「名簿方式」を求めています。

また、現在の会計年度任用職員の業務は「補助的・定型的業務」とされていますが、アンケートでは半数近くの方が「そうは思わない」「どちらとも言えない」と回答しています。

相談業務等、「補助的・定型的業務」といえない業務もあり、業務実態に合わせた見直しを求めます。
☆水防等の業務を緊急参集と同様に
近年、大型台風の襲来等、水防の頻度が増しており、該当する職員の負担が増しています。自治労県職労は水防等の業務を緊急参集と同様、自宅出発時から勤務とすることを求めています。

当局は、「緊急参集は自宅出発時から状況を確認しながら出勤するのも業務として位置づけられているが、水防は出勤してからが業務」として認めません。しかし、水防で出勤する職員も風雨や河川等の状況を確認しながら出勤しています。業務として認めるべきです。また、水防業務における長時間労働の是正のための対応も求めています。
☆初任給の改善
神奈川県職員の初任給は、今年度の人事委員会勧告を見ても、県内民間企業の初任給より５千円以上低く、東京都の大卒一般の初任給より９千円近い差があります。人材確保のためにも改善すべきです。

